様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年　　9月　　14日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃやまぜん
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社山善
（ふりがな）ながお　ゆうじ
                              （法人の場合）代表者の氏名 長尾　雄次　   印
住所　〒550-8660　大阪府大阪市西区立売堀2-3-16
法人番号　1120001049040　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	第75期年次報告書
山善のDXへの取り組みについて【DX戦略概要】（別冊資料）

	公表日
	2021年6月25日（第75期年次報告書）　
2021年7月27日（山善のDXへの取り組みについて【DX戦略概要】（別冊資料））

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
第75期年次報告書(P5・6,17～20)：
https://kabu2.meclib.jp/P80512103/book/index.html
山善のDXへの取り組みについて【DX戦略概要】（別冊資料）（P1）：
https://www.yamazen.co.jp/archives/001/yamazen_dx_bessatsu.pdf

	記載内容抜粋
	■当社が認識する業界の課題（年次報告書 P17～20）
＜生産財関連事業＞
コロナ禍における生産現場の密回避、製造業・物流業の人手不足解消と生産効率アップ 等
＜消費財関連事業（住建事業）＞
省エネ・脱炭素への対応、新規住宅着工件数の減少 等
＜消費財関連事業（家庭機器事業）＞
ニューノーマル（新常態）における、国内市場の消費の多様化への対応、ECサイトのさらなる需要増とそれに伴う物流量の増大とコスト高 等
を課題と認識している

■山善の強みと強みを生かした各事業の方針（年次報告書 P5・6）
事業部のノウハウ・経験値・価値をかけ合わせて「総合力」を発揮。時代の変化を先取りしながら、顧客の求めるニーズに柔軟に対応

■ビジネスモデルの方向性（山善のDXへの取り組みについて【DX戦略概要】（別冊資料）P1）
山善は、トレーディング・エンジニアリング・メーカーの3機能を「ユーザー密着」「トランスフォーム」「デジタル融合」の3戦略視点によって独自かつ最適に組み合わせ、顧客価値を最大化することによって未来をつくり続ける

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の規程に基づく所定稟議手続きにより、担当役員（最高情報責任者兼経営企画本部長）の決裁、および取締役会で報告した上で公表



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	山善のDXへの取り組みについて【DX戦略概要】（別冊資料）


	公表日
	2021年7月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
山善のDXへの取り組みについて【DX戦略概要】（別冊資料）（P1～3）：
https://www.yamazen.co.jp/archives/001/yamazen_dx_bessatsu.pdf

2021年3月期(第75期)決算説明会資料：
https://www.yamazen.co.jp/archives/001/202105/580bbae77c20e27c696df1766a51366a30e13e06911b737f98b2326ed94085d4.pdf

	記載内容抜粋
	■DX戦略（デジタル融合戦略）
ユーザー側・メーカー側のトレンドの変化をデータで把握し、リソースを機動的に投下する。その結果、現場のセールスに情報や気づきを与え、山善の組織知を発揮できるようにする

①データに基づいて意思決定する、データ主導型企業へ変革
まずは前提となる、「情報の一元化」および「業務プロセスの統合化」による、生産性の向上を実現
②データに基づいたマーケティングで、新たなビジネスを創出
営業力の更なる強化に資する仕組みを作り、顧客接点強化による「既存事業の深化」と「新規事業創出」を推進

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の規程に基づく所定稟議手続きにより、担当役員（最高情報責任者兼経営企画本部長）の決裁、および取締役会で報告した上で公表




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2021年3月期(第75期)決算説明会資料　(P21)
山善のDXへの取り組みについて【DX戦略概要】（別冊資料）（P4）

	記載内容抜粋
	■DX戦略推進に向けた体制
2021年4月1日付けで、経営企画本部に「DX戦略部」を新設

■デジタル人材の確保と育成
DX戦略部と連携してDX推進を担う「ビジネスリーダー」、変化の兆候に素早く気付き、率先して現場に打ち手を促す「アナリストリーダー」等のDX人材を育成



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	山善のDXへの取り組みについて【DX戦略概要】（別冊資料）（P5）

	記載内容抜粋
	①データに基づく意思決定（全社共通）
成長戦略を下支えする基幹システムを刷新し、生産性の向上と収益性の拡大を狙う
また、情報武装のためのデータプラットフォームを構築し、セグメント別利益など経営情報可視化による経営管理の適切化と、営業担当者に役立つ情報の提供を実現

②データに基づいたマーケティングで、新たなビジネスを創出（事業個別）
商品提案力強化に向け、WebEDI／ECの推進や商談システムの整備を実施
また製造業ＤＸプラットフォームの提供により、設備稼働状況等のユーザー利用情報を踏まえた新しい商品・サービスの提案を可能とする



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	山善のDXへの取り組みについて【DX戦略概要】（別冊資料）


	公表日
	2021年7月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ上で公表
山善のDXへの取り組みについて【DX戦略概要】（別冊資料）（P6）：
https://www.yamazen.co.jp/archives/001/yamazen_dx_bessatsu.pdf

	記載内容抜粋
	①データに基づく意思決定
・コスト削減累計 （目標値：約82億円）
②データに基づいたマーケティングで、新たなビジネスを創出
・eビジネス関連取扱高 （目標値：130%アップ）
・生産性向上 (目標値：150%アップ）
・新サービスPoC件数 （目標値：10件）等
また、上記①②を実現するための経営資源として、デジタル投資額 200億円、データアナリスト人材 10人を設定



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年7月27日

	発信方法
	当社ホームページ上で公表
山善のDXへの取り組みについて（代表取締役社長名で発信）：https://www.yamazen.co.jp/news/entry-1649.html

	発信内容
	デジタル技術を活用しDX戦略を推進、顧客価値最大化を目指し、当社のDXの取り組みについて社長メッセージを発信
『あらゆる要素がデジタル化されていくSociety5.0に向けて、企業はビジネスモデルを抜本的に変革し、新たな成長を実現しながら、日本全体でDXを進め、持続的な成長を確かなものにしていくことが求められています。このような社会情勢の中、当社では「CROSSING＝かけ合わせる経営で、柔軟に変化対応しながら、持続的な成長へと繋げる」を実現するため、2019年度から2023年度にかけて、600億円の投資枠を設定しており、対象領域は「自動化・省人化」「グリーン成長」「物流」、そして「DX」の４分野としております。
今後当社は、「DX戦略基本方針」に基づき、DX戦略部の設置、基幹システムの刷新などのDXへの取り組みを強化しながら、DX戦略推進に向けた体制・環境整備に注力してまいります。』



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年6月頃　～　2021年7月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに登録済み

■主な課題認識
＜デジタル人材の確保・育成＞
・デジタル人材プロファイルの明確化
・デジタル人材確保・育成計画の策定

＜仕組みづくり＞
・権限移譲を含めた予算執行のプロセス整備
・アジャイル型の進め方（方法論）の整備
・プロジェクト評価／人事制度の整備（新しいチャレンジをしていくことを適切に評価していくための）
・DX投資をビジネス面の成果（ビジネスがうまくいったかどうか）で評価



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2007年3月頃　～　現在

	実施内容
	「情報セキュリティ基本方針」の下、「情報システム管理規程」や「情報セキュリティ管理規定」等のセキュリティに関するルールを定め、CIOを委員長とする、情報セキュリティ委員会を中心に、各種セキュリティ対策の徹底と定期的な社員教育を実施




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

